
低所得世帯支援枠及び給付金・定額減税一体支援枠 （円）

交付金充当
経費（Ｂ）

1

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う低所得世帯支
援給付金【物価高騰
対策給付金】

社会福祉課

物価高が続く中で低所得
世帯（住民税非課税世
帯）への支援（7万円）を
行い、低所得の方々の生
活を維持する。

246,335,692 246,335,692 R6.1.4 R6.3.29

（成果）
給付世帯数　3,494世帯

（評価）
住民税非課税世帯に向けた給
付を行うことで、物価高に苦しむ
方々の負担軽減につながった。

2

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う給付金・定額
減税一体支援（住民
税均等割のみ課税
世帯分）【物価高騰
対策給付金】

社会福祉課

物価高が続く中で低所得
世帯（住民税均等割のみ
課税世帯）への支援（10
万円）を行い、低所得の
方々の生活を維持する。

81,045,196 81,045,196 R6.3.1 R6.8.30

（成果）
給付世帯数　804世帯

（評価）
住民税均等割のみ課税世帯に
向けた給付を行うことで、物価高
に苦しむ方々の負担軽減につな
がった。

3

エネルギー・食料品
価格等の物価高騰
に伴う給付金・定額
減税一体支援（子ど
も加算分）【物価高
騰対策給付金】

社会福祉課

物価高が続く中で低所得
世帯（住民税均等割のみ
課税世帯）への支援（子
ども1人5万円加算）を行
い、低所得の方々の生活
を維持する。

26,016,520 26,016,520 R6.3.1 R6.8.30

（成果）
給付人数　513人

（評価）
子どもを有する住民税均等割の
み課税世帯に向けた加算給付
を行うことで、物価高に苦しむ
方々の負担軽減につながった。

4

物価高騰に伴う給付
金・定額減税一体支
援（R6新たな均等割
のみ）

社会福祉課

物価高が続く中で低所得
世帯（R6住民税均等割
のみ課税世帯）への支援
（10万円）を行い、低所得
の方々の生活を維持す
る。

18,950,000 18,950,000 R6.7.1 R7.12.28

（成果）
給付人数　189人（途中経過）

（評価）
住民税非課税世帯に向けた給
付を行うことで、物価高に苦しむ
方々の負担軽減につながった。

372,347,408 372,347,408

推奨事業メニュー

交付金充当
経費（Ｂ）

1
学校給食費臨時的
減免措置

学校教育課

エネルギー・食料品等の
物価高騰による小中学
生の保護者の負担軽減
を図るため、学校給食費
の減免措置（4か月）を臨
時的に実施する。

46,419,860 46,419,860 R5.12.1 R6.3.29
各小中学校の給食費を４か月間
減免することで、保護者の負担
軽減に大きく寄与した。

2
学校給食費高騰分
負担金

学校教育課

食材費高騰に伴う給食
費の値上がり相当分に
対し、本交付金を充当す
ることで保護者への価格
転嫁を防ぐ。

4,208,890 4,208,890 R5.4.1 R6.3.29

食材高騰分について、給食費へ
の価格転嫁を防止したことで、
保護者の家計負担減少につな
がった。

3
公共施設等電気料
金高騰相当分負担
金

各施設管理
課

直接住民の用に供する
施設の電気量高騰相当
分に本交付金を充当する
ことで、利用者負担を増
額させることなく、これま
でと同様のサービスを提
供し、継続した学びと福
祉の向上を図る。

35,676,740 32,486,730 R5.4.1 R6.3.29

電気料金の高騰分について、利
用料金へ転嫁することなく、通常
の料金でサービスを提供するこ
とができた。

4
物価高騰に伴う子育
て世帯支援（通学用
自転車購入助成）

学校教育課

エネルギー・食料品等の
物価高騰による中学生
の保護者の負担軽減を
図るため、通学用自転車
等の購入費を一部助成
する。

4,244,000 4,244,000 R5.4.1 R6.3.29

○補助件数　230名

自転車通学者に対する自転車
購入補助及び、徒歩通学者に対
する助成により、保護者の
経済的負担の軽減につながっ
た。

5
物価高騰に伴う子育
て世帯支援（新入生
ランドセル給付）

学校教育課

エネルギー・食料品等の
物価高騰による小学１年
生を迎える保護者の負担
軽減を図るため、新入生
用のランドセルを給付す
る。

5,195,520 5,195,520 R5.4.1 R6.3.29

○ランドセル給付数　240個

本来負担となるランドセル購入
分の保護者負担が軽減した。

95,745,010 92,555,000
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